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はじめに
本書は、建築行政共用データベースシステムのサブシステムである台帳･帳簿登録閲覧システム、および通知･報告配信システム間のデータ連携におけるインターフェースの規約を定義した資料である。

当財団(ICBA)が提供する台帳・帳簿登録閲覧システムは、システム形態としてIDCに設置するASP型と、特定行政庁及び指定確認検査機関にサーバを設置して運用する自社サーバ型が存在する。また、特定行政庁／指定確認検査機関独自にシステム開発し運用している独自サーバ型が存在する。

これらの様々な形態においての台帳・帳簿間のデータ連携の統一を図るため、インターフェースを規定することが目的である。
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1 
全体概要

1.1 概要説明

1.1.1 業務サブシステムの流れ

[image: image1]
図 1‑1 業務サブシステム全体図

1.1.2 業務サブシステム概要
以下に図 1‑1 業務サブシステム全体図の(1)～(5)について説明する。
(1) 申請書等作成プログラム
確認申請、検査申請、許可・認定申請等の法定の申請書を作成する為のプログラムであり、法定様式に従った申請書印刷機能を持つ他、一部の申請についてはデータとして出力可能であり、下記の台帳システム及び帳簿システムでデータを取込むことが可能である。
なお、出力されるデータ形式については、本インターフェース規定書に規定される形式となっている。
(2) 帳簿登録システム（本書では、「帳簿システム」と略記する。）
指定確認検査機関が、確認申請や検査申請の受理及び公文書の発行を支援するシステムであり、建築基準法で指定確認検査機関に求められている帳簿管理を可能としている。
また、本システムから配信システムを利用することにより、特定行政庁へ報告が必要な確認審査結果の報告、検査結果の報告を電子的に行うことが可能である。
※ 帳簿システムとしては、当財団が供給するシステムの他、各機関が独自に開発したシステムも存在する。

(3) 経由庁向けシステム

特定行政庁のうち、主に都道府県においては、確認検査の受理業務の一部を建設地の市町村に業務委託しているところがあり、当該システムでは、台帳システムの申請受理に関わる一部機能を利用できるよう「経由庁向けシステム」を供給している。
(4) 通知・配信システム（本書では、「配信システム」と略記する。）
指定確認検査機関から建築基準法の規定に基づき、確認・検査の引受及び結果報告を所管の特定行政庁へ行う報告業務を電子的に行うための中継システムである。
当財団が供給する「帳簿システム」及び「台帳システム」には、本システムの機能は含まれている。
なお、指定確認検査機関及び特定行政庁では、独自の「帳簿システム」及び「台帳システム」を利用している所もあり、それぞれのシステムに対しては、本インターフェース規定書によりオンラインによる接続のための仕様が規定されている。

(5) 台帳登録閲覧システム（本書では、「台帳システム」と略記する。）
特定行政庁を利用対象者として、建築基準法に規定される確認、検査及び定期報告等に関する建築物等の台帳管理機能を備える他、確認検査申請の受理、確認済証等の公文書の発行支援、師弟確認検査機関からの確認検査に係る報告情報の受理管理機能を備えている。

また、法定の台帳管理項目の他、建築物等の台帳管理に付随する、許可・認定情報、違反建築物の措置状況等の情報も併せて管理できる機能も備えている。

※ 台帳システムとしては、当財団が供給するシステムの他、各特定行政庁が独自に開発したシステムも存在する。

1.1.3 業務サブシステム連携
以下では、図 1‑1 業務サブシステム全体図のA～Fについて説明する。
表 1‑1　業務サブシステム連携表
	No
	業務
	連携元／システム
	連携
	連携先／システム

	A
	建築確認・

検査申請
	申請者
	申請書等作成プログラム
	


	指定確認検査機関
	帳簿システム

	
	
	
	
	

	経由庁
	経由庁向けシステム

	
	
	
	
	


	特定行政庁
	台帳システム

	B
	建築確認・

検査の審査

報告等
	指定確認検査機関
	帳簿システム
	
	総合管理センター
（IDC）
	配信システム

	C
	建築確認

検査の審査

報告の受理等
	総合管理センター
（IDC）
	配信システム
	
	特定行政庁
	台帳システム

	D
	定期報告
	特定行政庁
	台帳システム
	
	地域法人
	定期報告機能

	E
	
	地域法人
	定期報告機能
	
	特定行政庁
	台帳システム

	F
	組織マスタ
配信
	総合管理センター
（IDC）
	配信システム
	
	指定確認検査機関
	帳簿システム

	
	
	
	
	
	特定行政庁
	台帳システム



2 建築確認・検査申請

2.1 概要
2.1.1 処理概要
申請者から指定確認検査機関又は、特定行政庁に確認申請及び検査申請を行う。この際、申請書等作成プログラムを利用してデータをファイル転送で送信する場合とメディアを利用する場合がある。

2.1.2 建築確認・検査申請業務の流れ

[image: image2]
図 2‑1　建築確認・検査申請業務の流れ
2.2 対象一覧

2.2.1 帳票一覧／構成定義
対象帳票の帳票イメージ、スキーマ定義については、
「インターフェース規定書（XMLスキーマ編）」

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編：別冊）」参照。

(1) 確認申請
1 確認申請
表 2‑1 確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認申請書2号（建築物）

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認申請書8号（昇降機）

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認申請書8号（建築設備）

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認申請書10号（工作物１）

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認申請書11号（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


2 計画変更確認申請

表 2‑2 計画変更確認申請対象帳票

	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	計画変更確認申請書4号（建築物）

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	計画変更確認申請書9号（昇降機）

	3
	[ 建築設備 ]

	
	計画変更確認申請書9号（建築設備）

	4
	[ 工作物１ ]

	
	計画変更確認申請書13号（工作物１）

	5
	[ 工作物２ ]

	
	計画変更確認申請書14号（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


3 計画通知

表 2‑3 計画通知対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	計画通知書42号（建築物）

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	計画通知書42号の7（昇降機）

	3
	[ 建築設備 ]

	
	計画通知書42号の7（建築設備）

	4
	[ 工作物１ ]

	
	計画通知書42号の9（工作物１）

	5
	[ 工作物２ ]

	
	計画通知書42号の10（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


4 計画変更通知

表 2‑4 計画変更通知対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	計画変更通知書42号の2（建築物）

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	計画変更通知書42号の8（昇降機）

	3
	[ 建築設備 ]

	
	計画変更通知書42号の8（建築設備）

	4
	[ 工作物１ ]

	
	計画変更通知書42号の11（工作物１）

	5
	[ 工作物２ ]

	
	計画変更通知書42号の12（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


(2) 検査申請
1 中間検査申請

表 2‑5 中間検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	中間検査申請書26号


2 完了検査申請
表 2‑6 完了検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	完了検査申請書19号


3 特定工程工事終了

表 2‑7 特定工程工事終了対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	特定工程工事終了通知書42号の17


4 工事完了通知

表 2‑8 工事完了通知対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	工事完了通知書42号の13


3 建築確認・検査の審査報告等

3.1 概要

3.1.1 処理概要

指定確認検査機関が、確認申請及び検査申請の引受けを行った場合、及び審査を行った場合に特定行政庁への報告をする。この際、帳簿システムは配信システムを経由して報告データをSOAP通信で送信する。
上記で報告されたデータは、配信システム側で一時的に保管・管理される。
3.1.2 建築確認・検査の審査報告等の流れ
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図 3‑1 建築確認・検査の審査報告等の流れ
3.2 対象一覧

3.2.1 帳票一覧／構成定義
対象帳票の帳票イメージ、スキーマ定義については、

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編）」

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編：別冊）」を参照。
(1) 確認引受時

1 確認申請
表 3‑1 確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認引受通知書（建築物）

	
	確認申請書2号（建築物）4、5面　※

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認引受通知書（昇降機）

	
	確認申請書8号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認引受通知書（建築設備）

	
	確認申請書8号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認引受通知書（工作物１）

	
	確認申請書10号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認引受通知書（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


2 計画変更確認申請
表 3‑2 計画変更確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認引受通知書（建築物）

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認引受通知書（昇降機）

	
	計画変更確認申請書9号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認引受通知書（建築設備）

	
	計画変更確認申請書9号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認引受通知書（工作物１）

	
	計画変更確認申請書13号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認引受通知書（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


(2) 確認終了時

1 確認申請
表 3‑3 確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認審査報告書16号（建築物）

	
	確認申請書2号（建築物）4、5面　※

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認審査報告書16号（昇降機）

	
	確認申請書8号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認審査報告書16号（建築設備）

	
	確認申請書8号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物１）

	
	確認申請書10号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


2 計画変更確認申請

表 3‑4 計画変更確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認審査報告書16号（建築物）

	
	計画変更確認申請書4号（建築物）4、5面　※

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認審査報告書16号（昇降機）

	
	計画変更確認申請書9号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認審査報告書16号（建築設備）

	
	計画変更確認申請書9号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物１）

	
	計画変更確認申請書13号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


(3) 検査受付時

1 中間検査申請
表 3‑5 中間検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	中間検査引受通知書30号


2 完了検査申請
表 3‑6 完了検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	完了検査引受通知書23号


(4) 検査終了時

1 中間検査申請
表 3‑7 中間検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	中間検査報告書32号（建築物）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※

	2
	[ 昇降機 ]

	
	中間検査報告書32号（昇降機）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	中間検査報告書32号（建築設備）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	中間検査報告書32号（工作物１）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※


2 完了検査申請
表 3‑8 完了検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	完了検査報告書25号（建築物）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	2
	[ 昇降機 ]

	
	完了検査報告書25号（昇降機）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	完了検査報告書25号（建築設備）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	完了検査報告書25号（工作物１）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	完了検査報告書25号（工作物２）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※


※　該当しない面については、データを作成しない。
　　詳細については「インターフェース規定書（XMLスキーマ編）」を参照。
4 建築確認・検査の審査報告の受理等
4.1 概要

4.1.1 処理概要
特定行政庁は、指定確認検査機関からの引受け及び結果報告を受理する際、配信システムを介して報告データを台帳システムにSOAP通信で送信する。
台帳システムは、上記で受信した報告データの保管・管理を行う。
4.1.2 建築確認・検査の審査報告の受理等の流れ

[image: image4]
図 4‑1 建築確認・検査の審査報告の受理等の流れ
4.2 対象一覧

4.2.1 帳票一覧／構成定義
対象帳票の帳票イメージ、スキーマ定義については、

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編）」

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編：別冊）」を参照。

(1) 確認引受時

1 確認申請
表 4‑1 確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認引受通知書（建築物）

	
	確認申請書2号（建築物）4、5面　※

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認引受通知書（昇降機）

	
	確認申請書8号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認引受通知書（建築設備）

	
	確認申請書8号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認引受通知書（工作物１）

	
	確認申請書10号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認引受通知書（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


2 計画変更確認申請
表 4‑2 計画変更確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認引受通知書（建築物）

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認引受通知書（昇降機）

	
	計画変更確認申請書9号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認引受通知書（建築設備）

	
	計画変更確認申請書9号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認引受通知書（工作物１）

	
	計画変更確認申請書13号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認引受通知書（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


(2) 確認終了時

1 確認申請

表 4‑3 確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認審査報告書16号（建築物）

	
	確認申請書2号（建築物）4、5面　※

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認審査報告書16号（昇降機）

	
	確認申請書8号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認審査報告書16号（建築設備）

	
	確認申請書8号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物１）

	
	確認申請書10号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


2 計画変更確認申請

表 4‑4 計画変更確認申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	確認審査報告書16号（建築物）

	
	計画変更確認申請書4号（建築物）4、5面　※

	
	建築計画概要書3号（建築物）

	2
	[ 昇降機 ]

	
	確認審査報告書16号（昇降機）

	
	計画変更確認申請書9号（昇降機）2面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	確認審査報告書16号（建築設備）

	
	計画変更確認申請書9号（建築設備）2面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物１）

	
	計画変更確認申請書13号（工作物１）2面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	確認審査報告書16号（工作物２）

	
	築造計画概要書12号（工作物２）


(3) 検査受付時

1 中間検査申請

表 4‑5 中間検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	中間検査引受通知書30号


2 完了検査申請

表 4‑6 完了検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	完了検査引受通知書23号


(4) 検査終了時

1 中間検査申請

表 4‑7 中間検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	中間検査報告書32号（建築物）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※

	2
	[ 昇降機 ]

	
	中間検査報告書32号（昇降機）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	中間検査報告書32号（建築設備）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	中間検査報告書32号（工作物１）

	
	中間検査申請書26号 2～4面　※


2 完了検査申請

表 4‑8 完了検査申請対象帳票
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	完了検査報告書25号（建築物）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	2
	[ 昇降機 ]

	
	完了検査報告書25号（昇降機）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	3
	[ 建築設備 ]

	
	完了検査報告書25号（建築設備）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	4
	[ 工作物１ ]

	
	完了検査報告書25号（工作物１）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※

	5
	[ 工作物２ ]

	
	完了検査報告書25号（工作物２）

	
	完了検査申請書19号 2～4面　※


※　該当しない面については、データを作成しない。

　　詳細については「インターフェース規定書（XMLスキーマ編）」を参照。
5 定期報告等
5.1 概要

5.1.1 処理概要
本書では、定期報告業務を特定行政庁が地域法人に委託している場合を想定してインターフェースを開示する。

定期報告の流れは以下のとおり。

まず、特定行政庁は、台帳システム（定期報告機能）から取得した対象データをメディア経由で地域法人に提供する。
対象データを受け取った地域法人は、委託業務に関連した報告データをメディアで特定行政庁に送付する。
5.1.2 定期報告等の流れ


[image: image5]
図 5‑1 定期報告等の流れ
5.2 対象一覧
5.2.1 構成定義
対象帳票の帳票イメージ、スキーマ定義については、

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編）」

「インターフェース規定書（XMLスキーマ編：別冊）」を参照。

(1) 定期調査報告
表 5‑1 定期調査報告
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 建築物 ]

	
	定期報告案件基礎情報　※

	
	定期調査報告書36号の2の4（建築物）


(2) 定期検査報告

表 5‑2 定期検査報告
	No.
	対象帳票名

	1
	[ 昇降機 ]

	
	定期報告案件基礎情報　※

	
	定期検査報告書36号の3（昇降機）

	2
	[ 建築設備 ]

	
	定期報告案件基礎情報　※

	
	定期検査報告書36号の4（建築設備）

	3
	[ 遊戯施設 ]

	
	定期報告案件基礎情報　※

	
	定期検査報告書36号の3の3（遊戯施設）


※ 定期報告案件基礎情報とは、定期報告案件の管理用基礎情報である。（建物・施設単位に保持。）
特定行政庁が地域法人に調査を依頼する際に当情報を送付する。
また、地域法人は報告データと共に当情報を特定行政庁に送付する。
6 組織マスタ配信
6.1 概要

6.1.1 処理概要
本書が規定する組織マスタとは、本システムに参加する特定行政庁、自治体、指定確認検査機関、指定登録機関、定期報告委託先地域法人などの組織情報のことである。

この組織情報は、配信システムの組織マスタ配信機能を利用して取得することが可能である。

本書が想定する組織マスタ配信の利用対象者は、主に台帳システム及び帳簿システムであるが、この情報は配信システムに参加することによりその他のシステムでもこの情報を利用することが可能である。
6.1.2 組織マスタ配信の流れ

[image: image6]
図 6‑1 組織マスタ配信の流れ
6.2 組織マスタ一覧

6.2.1 構成定義

(1) 組織マスタ配信
1 組織マスタ配信要求

「別冊_インターフェース規定書（共通編）[3メッセージ詳細 25 組織マスタ配信要求]」を参照。
2 組織マスタ配信応答

「別冊_インターフェース規定書（共通編）[3メッセージ詳細 26 組織マスタ配信応答]」を参照。
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